
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 24 2 1 1 預金利子

一般 2 6 1 1 公金取扱経費

一般 2 6 1 2 収納データ作成経費

一般 2 6 1 3 共通物品購入経費

一般 2 6 1 4 その他会計事務費

一般 2 6 1 5 財務会計システム運用事業

[　会計室　]

令和５年度事業評価書　目次



様式３

課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,095 2,548 1,453

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,493 1,095

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,095 2,548 1,453

・該当なし
・目標を上
回った

1,500 700 700 700 700

千円 実績 2,407

単位 想定 2,100 2,000

2,548

利子額

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 預金利子

所管区局・課 会計室 会計管理課 会計 24 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 1

事業概要

「地方自治法」等の規定及び「横浜市における資金管理方針」に基づき、日々の支払に支障をきたさない範囲内にお
いて、確実かつ有利な方法により公金の保管・運用を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

「地方自治法」等の規定及び「横浜市における資金管理方針」に基づき、日々の支払に支障を
きたさない範囲内において、確実かつ有利な方法により公金の保管・運用を行います。

平均資金残高が当初見込みを上回ったため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

預金利子収入

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市税等の歳入金に係る収納手数料等を、指定金融機関である横浜銀行や収納代理金融機関(42金融機関)等に支払いま
す。
住民票などの証明手数料等に係る経費及び他の市公金の取扱に係る経費を支払います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

市税等本市歳入金については、公金納入に係る市民の利便性の向上及び収納事務の効率化を図
ることを目的として、納人の申し出による口座振替、ペイジー及び窓口等で収納しています。
この収納に係る手数料等を実施金融機関に支払います。また、口座振替払を行うためシステム
利用料を支払います。

収納件数が見込みを下回ったことに
よる手数料の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

①公金出納経費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公金取扱経費

所管区局・課 会計室 会計管理 会計 2 6 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

8,700,000 8,700,000 8,700,000 8,700,000 8,700,000

実績 8,219,416

単位 想定 9,050,000 8,950,000

7,881,424

口座振
替及び
ペイ

ジー収
納

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

165,649 164,159 ▲ 1,490

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

7,654,861 7,923,464

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 168,605 167,014 ▲ 1,591



58

・委託不可

58

想定 50,400 50,400 49,200 49,200

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,723

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

元年度 ２年度

62 60

７年度５年度 ６年度

44,351

③その他公金取扱経費

３年度 ４年度

単位 想定 120 120 100 100 100

218 ▲ 15

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

100 100

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

49,200

３年度 ４年度

実績 46,048 45,104 45,899

②

2,637

通知件
数

▲ 86

単位 49,200

②公共料金事前明細通知にかかる経費

　公共料金自動振替払は、各企業者からの請求金額を前渡金口座（公共料金専用）から口座振
替払することで支出しています。公共料金の引き落とし額を事前にデータで入手することによ
り、効率的な公金の運用及び公共料金の支払いに繋がります。

細事業事業量

49,200

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
　有価証券をより安全に保管します。また、会計室等で保管する現金等の事故対策を行いま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 233

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

有価証
券保護
預け

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 135,164 128,608 ▲ 6,556

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

5,130,353 4,922,811

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・減る
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

135,063 128,508 ▲ 6,555

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

5,836,710 5,260,000 5,260,000 5,260,000 5,260,000

件 実績 5,354,669

単位 想定 6,063,710 5,831,710

4,720,859

データ
処理

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 収納データ作成経費

所管区局・課 会計室 会計管理 会計 2 6 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

　収納機関（指定金融機関、収納代理金融機関）から大量に送付される公金の受入済通知書の内容をデータ化し、歳
入金の確定及び消込処理等の関連業務及び口座振替収納データの収受の効率化を図ります。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　受入済通知書等の内容をデータ化するとともに、電子収納サービス（ペイジー）及びクレ
ジット納税の収納データを取り込み処理します。また、金融機関との口座振替収納データの収
受をデータ伝送で行います。

収納件数が当初見込みを下回ったこ
とによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

①受入済通知書等からの収納データ及び帳票作成等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

ペイ
ジー収

納

0

単位 1,100,000

②電子収納サービス（ペイジー）利用に伴う年会費

「日本マルチペイメントネットワーク推進協議会」特別会員の年会費を負担します。

細事業事業量

1,100,000

年度 元年度 ２年度

100

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1,100,000

３年度 ４年度

実績 1,046,702 1,027,266 975,117

②

938,540

分析
結果

・減る
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・負担は適
切である

想定 1,150,000 1,150,000 1,100,000 1,100,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 100

・委託の拡
大不可



様式３

課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 160,350 174,578 14,228

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

59,026 60,900

事
業
計
画

事
業
実
績

共通物品購入費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・民間移管
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

160,350 174,578 14,228

・該当なし
・目標を概
ね達成

55,000 65,000 62,000 49,500 49,500

箱 実績 65,448

単位 想定 72,000 71,000

56,924

コ
ピ
ー
用
紙

A
4
購
入
量

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 共通物品購入経費

所管区局・課 会計室 会計管理課 会計 2 6 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 3

事業概要

物品の購入費用の節減、購入手続きの簡略化を図るため、各区局で共通して使用するコピー用紙や文具類、印刷物な
どを市会計室が一括して購入し、必要な部署へ払出しを行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　物品の購入費用の節減、購入手続きの簡略化を図るため、各区局で共通して使用するコピー
用紙や文具類、印刷物などを市会計室が一括して購入し、必要な部署へ払出しを行います。

コピー用紙購入単価の増等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,358 10,145 4,787

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

75,000 72,960

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

534 530 ▲ 4

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

90,000 74,400 75,600 76,800 78,000

枚 実績 88,800

単位 想定 88,500 90,000

72,240

印刷数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 その他会計事務費

所管区局・課 会計室 会計管理課 会計 2 6 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

会計室の事務を遂行する上で必要な経費を支出する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市会提出等のため、決算書（説明書・事項別明細書）を作成します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

一般会計及び特別会計の決算書の調製

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

通年雇
用人数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
再任用職員の退職に伴う通年勤務職員の任用、時短職員の事務補助及び繁忙期の職員補充を行
います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,685

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

保守点
検の実

施

0

単位

未定（新財務
会計システム
等による管理
体制が未確定
のため）

資金管理システムの保守

資金管理システムの円滑な運用確保を図るため、その保守を委託します。

細事業事業量

12回／年

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

416

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

未定（新財務
会計システム
等による管理
体制が未確定
のため）

３年度 ４年度

実績 12回／年 12回／年 12回／年

②

元年度 ２年度

ー ー

７年度５年度

再任用職員を会計年度任用職員に転
換したため

６年度

12回／年

会計年度任用職員に係る経費

３年度 ４年度

単位 想定 ー ー ー 2 2

6,670 4,985

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 12回／年 12回／年 12回／年 12回／年

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 416

・委託の拡
大不可

2ー人



10

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 10 10

10 10 10

12

決算

７年度

単位 10

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

追録加
除回数

10 10

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

10

④

事
業
計
画

細事業名称 その他会計事務に必要な経費

細事業概要 関係法令集の追録加除、研修の開催及びその他会計事務を行う上で必要な経費を執行します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

2,723 2,529 ▲ 194 備品の購入を行わなかったことによる減

・委託の拡
大不可

・該当なし

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 190,022 169,599 ▲ 20,423

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

197,930 190,021

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

190,022 169,599 ▲ 20,423

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

194,895 176,597 129,161 100,000 0

千円 実績 196,902

単位 想定 214,637 203,905

169,598

運用費
の規模

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 財務会計システム運用事業

所管区局・課 会計室 審査 会計 2 6 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 5

事業概要

財務会計システムは、予算編成から予算執行、決算までのトータルシステムであり、平成18年４月から稼働していま
す。多くの職員が使用する本市の基盤的システムとして引き続き円滑な稼働の確保しつつ、法改正等に伴う制度対応
や使いやすさの向上を図るシステムの改修を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

システムの運用及び管理、並びに機器のリース及び保守を行います。また、関係制度の改正な
ど仕様変更を要する場合にはシステム改修を行います。さらには、正しいシステム操作を指
導・助言することで職員の事務省力化、事務処理ミス等の抑制に貢献します。

機器等リース令和４年１２月３１日終了
に対し以降は再リース予定による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

システム運用費

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量




